
平成１３年度○○省所管公益法人現況調査票

（フリガナ： ） ２ 管理
１ 法 人 名 番号

３ 主 た る 事 務 所 〒 電話
ＦＡＸ

４ 従たる事務所等

主たる事務所と同 電話 － －
様の事務所 ＦＡＸ － －

５ 代表者職名・氏名 職名 氏名 ６ 事務責任者職名・氏名 職名 氏名

７ 所管省庁・部局

８ 共管省庁・部局

９ 設 立 年 月 日 年 月 日

１０ 職 員 数 人（うち常勤 人〔うち国家公務員出身者 人〕）

１１ 基 本 財 産 【財団法人のみ】 １２ 法人の性格
千円 １ 「本来の公益法人」

２ 「互助・共済、業界団体等 （中間法人 ）」
うち官庁 所管官庁分 千円 ３ 「営利法人への転換候補」
からの出捐 その他の官庁 千円 ４ 「その他」

１３ 目 的

主たる設立目的
Ａ�－（ ）－（ ）

政治・行政
Ｂ�－（ ）－（ ）

１４ 事 業

主たる設立目的に対応する事業
ａ�－（ ）－（ ）
その他の調査・研究
�－（ ）－（ ）
その他の普及・広報

ｂ�－（ ）－（ ）

�－（ ）－（ ）

事 業 実 施 主 体
�－（１）－

直接実施

１５ 特定公益増進法人 認定等の有無
の有無

認定等の年月日 平成 年 月 日

当 該 条 項

１６ 指定寄附金の指定 指 定 の 有 無
の有無

指 定 期 間 平成 年 月 日 ～ 平成 年 月 日



１７ 管 理 組 織

（平成１３年１０月 １日現在）
人 （会議構成員数） （年間会議回数）

（現在員）
人 回

人
人 回

１８ 事 務 組 織

（平成１３年１０月 １日現在）

１９ 役員等の状況
理 事 数 うち常勤 監事数 うち常 勤 評議員数 うち常勤

全 体 数 人 人 人 人 人 人

うち 同 一 親 族 人 人 人 人 人 人

うち特定企業関係者 人 人 人 人 人 人

うち国家公務員出身者 人 人 人 人 人 人

うち所管省庁出身者 人 人 人 人 人 人

うち現職国家公務員 人 人 人 人 人 人

うち（同一 ）業界関係者 人 人 人 人 人 人

うち現職国会議員 人 人 人 人 人 人

理事の内で最多の業界名 ２３ （有給）常勤役員の平均報酬額

評議員の内で最多の業界名 １ 有 ・ ２ 無
上記有の場合

２０ 監事制度の有無 １ 有 ・ ２ 無
・支給人員 人

２１ 外 部 監 事 導 入 の 有 無 １ 有 ・ ２ 無 ・役員一人当たり平均報酬額 千円

２２ 評議員（会 ）制度の有無 １ 有 ・ ２ 無



２４ 会 員 【社団法人のみ】 【社団・財団共通】
正 賛

（平成１３年１０月 １日現在） 社 個人社員 人 助 個人会員 人
� 会
会 団体（法人）社員 団体 員 団体（法人）会員 団体
� 等
員 合 計 人・団体 合 計 人・団体

２５ 資 産 （単位：千円）

項 目 １２ 年 度 １１年 度

１ 流 動 資 産
２ 固 定 資 産

３ 資産合計（１＋２の 合計）

４ 流 動 負 債
５ 固 定 負 債

６ 負債合計（４＋５の 合計）

７ 正 味 財 産

８ 当期正味財産増減額

２６ 収 入 及 び 支 出 【収 入】 （単位：千円）

収 入 科 目 １２ 年 度 １１年 度

１ 財 産 運 用 収 入
２ 事 業 収 入
（うち指導監督上の収益事業収入 ） （ ） （ ）
３ 会 費 収 入
４ 寄附・補助金等収入
５ そ の 他 の 収 入

６ 年間収入合計（１～５の 合計）

７ 前期繰越収支差額

８ 総収入額（６＋７の 合計）

【支 出】 （単位：千円）

支 出 科 目 １２ 年 度 １１年 度

９ 事 業 費
（うち指導監督上の収益事業支出 ） （ ） （ ）
１０ 管 理 費
１１ 事業に不可欠な固定資産取得費
１２ そ の 他 の 支 出

１３ 年間支出合計（９～１２の合計）

１４ 次期繰越収支差額

１５ 総支出額（１３＋１４の合計）



２７ 補助金等の受入 平成１２ 年度 （単位：千円）

交付者 国・地方 特殊法人等 民 間 団 体 合 計
区分 公共団体 そ の 他

反対 � （ ） （ ） （ ）
給付 補助金
なし ・助成

金等

反対 � （ ） （ ） （ ）
給付 委託費
あり 等

反対 � （ ） （ ） （ ）
給付 寄附金
なし

計

２８ 主な事業名及び事 平成１２ 年度 （単位：千円）
業費

事 業 名 事業区分 事 業 費

合 計

２９ 助成又は奨学・育 � 事業、研究等助成事業（平成１２ 年度）
英等の事業

助成事業 対 象 者 募集方法 選抜方法 助成金額

（件）（千円）

１ （ ）

２ （ ）

３ （ ）

４ （ ）

５ （ ）

６ （ ）

合 計 件 数 ・ 金 額 （ 件）



� 奨学又は育英事業（平成１２ 年度）

対 象 者 支給方法 １人当たり年 選抜方法 支 給 金 額
間支給金額

（円） （人）（千円）
１

２

３

合 計 人 員 ・ 金 額 （ 人）

� 上記の事業を行うための法人の資産の形成
（単位：百万円）

財産の種類 設立年度の決算（平成 年度） 現 在（平成１２年度決算）

現 金
法人設立時の資産寄付者

有 価 証 券
法 人 名

不 動 産
個 人 名

そ の 他
任意団体名

合 計

３０ 内部留保の状況 １ （総）資産額 千円（負債額＋正味財産額 ）２
内部留保に該当しない額 千円（�～�の合計）

� 財団法人における基本財産 千円（財団法人のみ記入）
� 公益事業を実施するために有している基金 千円
� 法人の運営に不可欠な固定資産 千円
� 将来の特定の支払いに充てる引当資産等 千円
� 負債相当額 千円 ３
内部留保額 千円 ４
事業費＋管理費＋事業に不可欠な固定資産取得費 千円 ５
内部留保率 ％（４に対する３の割合 ）

３１ 税法上の収益事業 １ 有 ・ ２ 無

上記有の場合
（税務署）届出事業収入の合計額： 千円

（税務署）届出事業の種類（収入の多い順に２業種まで）
１ 、２

３２ 適 用 会 計 基 準 １ 公益法人会計基準
２ 企 業 会 計 基 準
３ 上記１、２の併用
４ その他（具体的に）

３３ 公認会計士の関与 １ 無（税理士等の関与も含む）
状況 ２ 公認会計士監査を受けている。

３ 公認会計士事務所に、会計・経理業務の依頼をしている。
４ 指導又は相談を受けている。
５ 役 員（理事・監事）
６ その他（具体的に）



３４ 情 報 公 開 状 況 過 去 の 公 開 状 況
１ 定款又は寄附行為 １．公開 ２．非公開
２ 役員名簿 １．公開 ２．非公開
３ （社団法人の）社員名簿１．公開 ２．非公開
４ 事業報告書 １．公開 ２．非公開（平成 年度 ）
５ 収支計算書 １．公開 ２．非公開（ 〃 ）
６ 正味財産増減計算書 １．公開 ２．非公開（ 〃 ）
７ 貸借対照表 １．公開 ２．非公開（ 〃 ）
８ 財産目録 １．公開 ２．非公開（ 〃 ）
９ 事業計画書 １．公開 ２．非公開（ 〃 ）
１０ 収支予算書 １．公開 ２．非公開（ 〃 ）

３５ 書類の提出状況 書 類 等 の 種 類 平成１２年度 平成１３年度

１ 事業報告書
２ 収支計算書
３ 正味財産増減計算書
４ 損益計算書
５ 貸借対照表
６ 財産目録
７ 社員名簿（社団法人のみ）
８ 事業計画書
９ 収支予算書

３６ 立入検査実施状況 １ 平成１０ 年度 １．実施 ２．未実施
２ 平成１１ 年度 １．実施 ２．未実施
３ 平成１２ 年度 １．実施 ２．未実施

３７ 株式保有の状況 １ 保有の有無 １．有 ２．無
２ 保有原因・割合

保 有 割 合 【保有会社（銘柄数）数】

保 有 原 因 ２０％未満 ２０％以上５０％以下 過 半 数

� 基本財産（財団法人のみ） 社 社 社

� ポートフォリオ運用 社 社 社

� その他 社 社 社


